
付表番号 タ　　イ　　ト　　ル 参　　照
1 東京の人口の推移 第7回資料
2 東京の将来人口推計（年齢3区分別） 第7回資料
3 東京の高齢者世帯の推移 第7回資料
4 区市町村別合計特殊出生率 第7回資料
5 東京の1世帯あたり人員の推移 第7回資料
6 東京の高齢化率の比較（ベース推計と出生率上昇シナリオ） 第7回資料
7 東京の外国人比率の比較（ベース推計と定着外国人増加シナリオ） 第7回資料
8 東京都の法人二税の推移 第6回資料
9 都内特別区・市部・町村部等 歳入構成比の推移（平成10･15･20年度普通会計決算） 第5回資料
10 地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移 第6回資料
11 東京都　一般会計決算　主な性質別歳出の推移 第6回資料
12 都内区部　一般会計決算　歳入歳出額の推移 第6回資料
13 都内市部　一般会計決算　歳入歳出額の推移 第6回資料
14 都内町村部　一般会計決算　歳入歳出額の推移 第6回資料
15 児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移 第6回資料
16 東京都における要介護（要支援）認定者数の推移 第6回資料
17 要介護（支援）認定者数の推移 第6回資料
18 生活保護の被保護人員の推移 第6回資料
19 都内の扶助種類別保護費およびその構成比の推移 第6回資料
20 都民の意識・受療行動 第2回資料
21 東京都監察医務院が検案した特別区内65歳以上一人暮らしの者で自宅で死亡したときの発見者割合の推移 第4回資料
22 待機児童数の推移 第6回資料
23 社会保障に係る費用の将来推計（給付費に関する見通し） 第6回資料
24 木造住宅密集地域の分布状況 第6回資料
25 今後、耐用年数を超える下水道管が急増 第6回資料
26 多摩地域の流域下水道幹線の年度別整備延長 第3回資料
27 多摩地域の流域下水道施設で耐用年数を超えて使用している割合 第3回資料
28 都営住宅建設年度別区市別ストック状況 第6回資料
29 都営住宅等の更新費推計（平成10年7月推計） 第3回資料
30 経過年別東京都橋梁及び50年以上橋梁割合 第6回資料
31 更新時期を迎える公共施設と改築経費（特別区）
32 都内における築40年以上の分譲マンション戸数の見込み 第6回資料
33 首都圏の渋滞による損失額等 第3回資料
34 都市計画道路の整備状況 第6回資料
35 環状道路の整備状況（海外都市比較図） 第6回資料
36 路線別混雑率の推移 第3回資料
37 財団法人森記念財団　都市戦略研究所「世界の都市総合ランキング」 第2回資料
38 世界主要都市の外国人旅行者数 第6回資料
39 都市別国際会議の開催状況 第6回資料
40 世界のコンテナ取扱量ランキング 第6回資料
41 東京都の環境先進都市に向けた２つの10年プロジェクト 第5回資料
42 都における二酸化炭素排出量の推移
43 人のつながりに関する意識調査(地域のつながりと治安） 第6回資料
44 東京都監察医務院が検案した特別区内65歳以上一人暮らしの者の死亡場所推移 第6回資料
45 町会・自治会の抱える課題（多摩地域、平成20年） 第4回資料
46 地域活動に対する住民評価（平成17年） 第4回資料
47 東京都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況の推移 第5回資料
48 東京都児童相談所内の全相談対応件数に占める虐待相談対応件数の割合の推移 第6回資料
49 都内区市町村の子ども家庭支援センターが受け付けた虐待相談件数の構成比（平成22年度）

50 公立小･中学校教員から見た児童・生徒、保護者の変化 第6回資料
51 中学校・高等学校生徒の私立学校在籍割合の推移 第3回資料
52 県内総生産（名目）の推移 第3回資料
53 都道府県別会社企業数の構成比
54 都内地域別、都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比（2006年） 第3回資料
55 情報通信業の都道府県別事業所数の全国比、小分類別都内事業所数（2006年） 第3回資料
56 新設・廃業事業所割合（民営事業所） 第6回資料
57 企業の倒産件数の推移（負債総額１千万円以上）、倒産発生率（普通法人）(2010年度） 第6回資料
58 都内製造業の事業所数、従業者数の推移 第6回資料
59 都内商店街における空き店舗の状況（2007年） 第6回資料
60 都道府県別就職率の推移 第6回資料
61 東京証券取引所時価総額の推移・世界の証券取引所時価総額 第6回資料
62 東京証券取引所上場外国会社数の推移 第5回資料
63 グローバル金融センターインデックス（GFCI（※））上位15市場 第6回資料

予測される東京の将来の姿（案）　付表目次 【資 料 ３】



  
  



※1867年以前（江戸時代）は『大江戸まるわかり事典』（大石学編・時事通信出版局・2005.7）より作成（ただし江戸の町人人口のみ）
※1872年～2010年は東京都統計部「東京都の人口（推計）」より作成、2015年以降は推計値

東京の人口の推移
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付　表　１
（第７回資料）



2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年
年少人口比率 11.4% 11.2% 10.2% 9.3% 8.7% 8.5% 8.3% 8.0% 7.8% 7.6% 年少人口比率 12.7% 11.8% 10.8% 10.0% 9.8% 9.5% 9.2% 8.9% 8.6% 8.4%
生産年齢人口比率 68.2% 64.8% 63.6% 58.1% 53.7% 52.3% 51.2% 49.2% 47.7% 46.5% 生産年齢人口比率 66.7% 62.5% 61.0% 56.4% 53.7% 52.7% 51.3% 49.4% 48.1% 47.1%
老年人口（65-74歳）比率 11.0% 11.5% 11.5% 16.1% 14.9% 13.0% 13.3% 13.9% 13.2% 13.1% 老年人口（65-74歳）比率 11.4% 12.2% 11.7% 15.4% 13.2% 12.4% 13.0% 13.2% 12.6% 12.4%
老年人口（75歳以上）比率 9.4% 12.5% 14.8% 16.5% 22.7% 26.2% 27.2% 28.9% 31.2% 32.9% 老年人口（75歳以上）比率 9.2% 13.5% 16.6% 18.2% 23.4% 25.4% 26.6% 28.5% 30.6% 32.1%

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年
年少人口比率 10.8% 10.9% 10.0% 8.9% 8.2% 8.1% 7.8% 7.5% 7.3% 7.1% 年少人口比率 12.2% 11.2% 10.1% 9.6% 9.8% 9.8% 9.6% 9.3% 9.2% 9.0%
生産年齢人口比率 69.0% 65.8% 64.8% 58.9% 53.7% 52.1% 51.1% 49.1% 47.6% 46.2% 生産年齢人口比率 60.4% 54.3% 52.0% 49.3% 48.9% 49.4% 48.8% 47.7% 46.9% 46.5%
老年人口（65-74歳）比率 10.8% 11.2% 11.4% 16.4% 15.7% 13.3% 13.5% 14.3% 13.6% 13.4% 老年人口（65-74歳）比率 13.6% 16.5% 13.6% 15.5% 12.8% 12.1% 12.9% 13.0% 12.5% 12.1%
老年人口（75歳以上）比率 9.4% 12.0% 13.9% 15.8% 22.3% 26.5% 27.5% 29.1% 31.6% 33.3% 老年人口（75歳以上）比率 13.8% 17.9% 24.3% 25.6% 28.5% 28.7% 28.8% 30.0% 31.4% 32.3%

東京の将来人口推計（年齢３区分別）

東京都　将来人口推計
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（第７回資料）



※一般世帯とは、65歳以上がいる世帯をいう（単身世帯、老老世帯を除く）。
※老老世帯とは、夫婦とも65歳以上の世帯をいう。
※単身世帯とは、世帯主が65歳以上の単身世帯をいう。

東京の高齢者世帯の推移

東京都　高齢者世帯の推移
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町村部　高齢者世帯の推移
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付　表　３
（第７回資料）



区市町村別合計特殊出生率
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東京の１世帯当たり人員の推移

東京都　1世帯当たり人員の推移
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東京の高齢化率の比較（ベース推計と出生率上昇シナリオ）

東京都　高齢化率の比較
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東京の外国人比率の比較（ベース推計と定着外国人増加シナリオ）

東京都　外国人比率の比較
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付 表 ８ 

（第６回資料） 

※東京都の法人二税・・・都民税法人分、法人事業税、および都が課税徴収している特別区民税法人分の合算額

東京都の法人二税の推移

東京都財務局「決算の状況」および「平成21年度東京都年次財務報告書」より作成
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東京都財務局「決算の状況」より作成

東京都　財調３税と交付金額の推移
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※町村部は地方財政状況調査上の歳入区分が異なるため別掲とした

総務省「地方財政状況調査」より作成

都内特別区・市部・町村部等 歳入構成比の推移（平成10･15・20年度普通会計決算）

※その他交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動
　車取得税交付金、軽油引取税交付金、地方特例交付金等、交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金を合算したものである。
　（年度により交付金内容は異なる）
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　※便宜上、1990年度の税収及び人口推移に羽村町分を加算する。

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内市部　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移
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付 表 10 

（第６回資料）

総務省「地方財政状況調査」、東京都財務局「決算の状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

東京都　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

1
9
9
0

1
9
9
5

2
0
0
0

2
0
0
5

2
0
1
0

2
0
1
5

2
0
2
0

2
0
2
5

2
0
3
0

2
0
3
5

（億円）

5000

5200

5400

5600

5800

6000

6200
（千人）

区民税（個人分）

生産年齢人口推移
（右軸）

実績値 推計値

都内区部生産年齢人口推移（右軸）

　※便宜上、1990年度の税収及び人口推移から羽村町分を除く。
総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内町村部　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都財務局「決算の状況」より作成

東京都 一般会計決算 主な性質別歳出の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　一般会計決算　主な性質別歳出の推移
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（第６回資料） 
※歳入から繰入金・繰越金、歳出から積立金をそれぞれ除く

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　一般会計決算　歳入歳出額の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　民生費等の決算額の推移
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※国庫支出金における1998年～1999年の大幅増は、地域振興券交付事業補助金及び介護円滑導入特例交付金、2008年は定額給付金給付費補助金によるもの

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　一般会計決算　主な歳入の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　一般会計決算　主な性質別歳出の推移
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※歳入から繰入金・繰越金、歳出から積立金をそれぞれ除く

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　一般会計決算　歳入歳出額の推移
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※国庫支出金における1998年～1999年の大幅増は、地域振興券交付事業補助金及び介護円滑導入特例交付金、2008年は定額給付金給付費補助金によるもの

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　一般会計決算　主な歳入の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　民生費等の決算額の推移
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子ども手当の支給
開始による増加



総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　一般会計決算　主な性質別歳出の推移

0

50

100

150

200

250

300

1
98
0

1
98
1

1
98
2

1
98
3

1
98
4

1
98
5

1
98
6

1
98
7

1
98
8

1
98
9

1
99
0

1
99
1

1
99
2

1
99
3

1
99
4

1
99
5

1
99
6

1
99
7

1
99
8

1
99
9

2
00
0

2
00
1

2
00
2

2
00
3

2
00
4

2
00
5

2
00
6

2
00
7

2
00
8

2
00
9

2
01
0

（億円）

普通建設事
業費

物件費

人件費

補助費等

扶助費

維持補修費

付 表 14 

(第６回資料) 

※歳入から繰入金・繰越金、歳出から積立金をそれぞれ除く

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　一般会計決算　歳入歳出額の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　民生費等の決算額の推移
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子ども手当の支給
開始による増加

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　一般会計決算　主な歳入の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内市部　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費、生活保護費の合算額としている。
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付 表 15 
（第６回資料）

総務省「地方財政状況調査」、東京都財務局「決算の状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

東京都　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費、生活保護費の合算額としている。
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内区部　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費、生活保護費の合算額としている。
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内町村部　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費の合算額としている。
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東京都における要介護（要支援）認定者数の推移
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293,403

厚生労働省「介護保険事業状況報告」より作成
　注１：「要支援」には要支援１及び要支援２を含む。
　注２：「要介護１」には経過的要介護を含む。
　注３：２００６年４月に新予防給付が実施され、要介護度１認定者の一部が要支援２に移行した。

421,961

2009年度追記

付 表 16
（第６回資料）



 
付 表 17 

（第６回資料） 

新規 

東京都福祉保健局「東京都地域ケア体制整備構想」（平成 19 年 12 月）より 



生活保護の被保護人員の推移
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東京都福祉保健局　「福祉・衛生統計年報」　により作成
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付 表 18
（第６回資料）



※その他扶助とは、教育扶助、出産扶助、失業扶助、葬祭扶助等をいう。

東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報」より作成

都内の扶助種類別保護費およびその構成比の推移
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付 表 19
（第６回資料）



都民の意識・受療行動

東京都福祉保健局「東京都保健医療計画」（平成20年３月改定）より作成

※有訴者率とは、病気やけが等で自覚症状のある者の人口千人に対する割合をいう

付 表 20
（第２回資料）



東京都監察医務院が検案した特別区内65歳以上一人暮らしの者で
自宅で死亡したときの発見者割合の推移

【補足】
　東京都監察医務院は、東京都の特別区内において発生するすべての不自然死について、死体解剖保存法第8条及び東京都監察医務規程第1条の規程に基づく死体の
検案及び解剖を行い死因を明らかにするために設けられた施設である。
　なお、表中の「保健・福祉」とは、保健所又は福祉事務所を指す。

東京都監察医務院「事業概要」より作成
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付 表 21
(第４回資料）



待機児童数の推移

21,031

25,447
26,383

24,245
23,338

19,794

17,926

19,550

25,384
26,275

25,556

4,982 5,056
5,208 5,223 5,221

4,908
4,601

5,479

7,939

8,435

7,855

3,245

4,117

3,095

778 744

1,422

1,724

1,396
1,710

2,132
1,822

1,577

2,233

3,0782,9443,204

2,593

544436481570663780860

381

1,6011,789

2,285

2,917

3,430
3,863

3,552
3,959

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010年 2011年

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

全国（右軸）

東京都

神奈川県

愛知県

大阪府

人

注：各年4月1日現在
厚生労働省　「保育所の状況等について」　及び「保育所関連状況とりまとめ」により作成

2010年・2011年追記

人

付 表 22
（第６回資料）



社会保障改革に関する集中検討会議（第10回・H23.6.2）配布資料（参考資料1-1）より作成

社会保障に係る費用の将来推計（給付費に関する見通し）

新規

付 表 23
（第６回資料）



付 表 24 

（第６回資料） 木造住宅密集地域の分布状況  

東京都都市整備局「防災都市づくり推進計画」（平成 22 年 1 月改訂）より 



 

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 40～50 年代には下水道管全延長の約 5 割が建設され、今後、一斉に更新時期を迎える（耐用年数は約５０年） 

付 表 25 

（第６回資料） 今後、耐用年数を超える下水道管が急増 
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付 表 26 

（第３回資料） 

Ｓ43    Ｓ53    Ｓ63    Ｈ10     Ｈ20  

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

昭和４０～５０年代に整備した幹線が、今後、一斉に更新時期を迎える 



付 表 27 

（第３回資料） 

 
 

多摩地域の流域下水道施設で耐用年数を超えて使用している割合 

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 
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都営住宅建設年度別区市別ストック状況

（資料）　東京都都市整備局（2008（平成20年）3月31日現在）

（備考）　都営住宅には、一般都営住宅のほか、特定都営住宅、改良住宅
　　　　　再開発住宅、コミュニティ住宅、従前居住者用住宅、更新住宅を含む
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昭和30（1955）年代
2.4万戸

昭和40（1965）年代
10.6万戸

付 表 28
（第６回資料）



注１） 96年度以前の実績推定値及び99年度以降の推計値は、95年度価格で実質化されている。
注２）

※「東京都が管理する社会資本の維持更新需要額の将来推計（平成10年7月、東京都政策報道室）」より作成

都営住宅等の更新費推計（平成10年7月推計）

97、98年度の金額については便宜上、予算地に置き換えた。従って、その年度の建替事業戸数、住宅改善事業戸数、スーパーリフォーム事
業戸数と更新費とは正しく対応していない。
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2006年度以降、4,000戸ベースの建替事業を行うとともに、スーパーリフォーム事業を導入する場合
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経過年別東京都橋梁及び 50 年以上橋梁割合 

 

橋梁累積数 

 

橋梁建設数 
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３．更新時期を迎える公共施設と改築経費 

 

 

 

 

 

○ 平成 22 年 4 月現在、特別区の保有する公共施設の総床面積は、義務教育関係施

設（小・中学校）で 7,714,634 ㎡、本庁舎、福祉関係施設、図書館等の公共施設

で 8,009,850 ㎡に上っている。※1 

○ 耐用年数である 50 年を超えた施設は、小中学校で 205 校 692,136 ㎡、本庁舎等

は 129 施設 59,055 ㎡に及び、早急な改築を迫られている状況にある。 

○ 平成 22 年から 20 年間で小中学校の 7 割、その他施設の 3 割が耐用年数を超え

ることから、長期にわたって膨大な財政需要が継続することが見込まれる。その

改築需要を試算すると、平成 22 年からの 20 年間で 2 兆円、10 年間だけでも 1 兆

1千億円に及ぶ。※2 
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※1 特別区保有施設状況調査（平成 22 年度）より 

※2 現有施設を 50 年後に改築するものとし、平成 22 年度財調単価を基礎に算出 

・改築経費の総額であり、国や都からの支出金等は考慮していない 

・21 年度以前に改築後 50 年に達した施設は、「21 以前」にまとめている

特別区が保有する公共施設の多くが更新時期を迎えており、その改築・改修

等に伴う経費の増大が特別区財政を圧迫する恐れがある。 

付　表　31

出典…特別区長会「特別区財政の現状と課題」
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 図 １－１０  都内における築４０年以上の分譲マンション戸数の見込み 
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126千戸

資料：「住宅・土地統計調査」（総務省）、「住宅着工統計」（国土交通省） 
（注） ５年前及び現在については、住宅・土地統計調査から試算した推計値 

        築 50年以上のマンション（５年前及び現在）については、不明のため０推計とした。 

東京都都市整備局「東京のマンション2009」（平成21年10月）より作成
（注） ５年前及び現在については、住宅・土地統計調査から試算した推計値
　　　築50 年以上のマンション（５年前及び現在）については、不明のため０推計とした。
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